予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名　地域包括ケア推進支援事業
（地域医療介護総合確保基金（介護分））　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者係　電話番号：058-272-1111（内2598 ）

E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　827千円（前年度予算額：827千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	繰入金
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	827
	827
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	827
	0
	0
	0
	0
	0
	827
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　平成25年の介護保険法の一部改正により、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるようにするため、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく提供する｢地域包括ケア｣を推進することが、国及び地方公共団体の義務とされた。
　　平成25年８月にまとめられた社会保障制度改革国民会議の報告書において、地域包括ケアシステムづくりを推進していく必要があり、次期介護保険事業計画を「地域包括ケア計画」と位置付けすることが盛り込まれるなど、地域包括ケアシステム構築は国全体で取り組むべき大きな課題であり、県としても市町村への支援を継続する必要がある。

責任主体である市町村及び市町村において地域包括ケアを推進する中核機関となる地域包括支援センターの機能強化を図るため、市町村単独での推進が困難な課題に対しての広域的な調整や、地域包括支援センターへの専門的・技術的支援等を行う。
（２）事業内容

　①広域支援員派遣
　　　　地域包括支援センター等が実施する地域ケア会議等の運営支援を担う「広域支援員」の派遣を行い、地域ケア会議の普及や助言、広域的な連絡会議の開催等の活動を支援する。

②専門職派遣
専門的な人材がいない市町村の求めに応じて地域ケア会議に、認知症サポート医、リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士等）、精神保健福祉士等をアドバイザーとして派遣する。 
③地域ケア会議推進研修会

　　　地域ケア会議は、実施市町村が増加しているものの、想定される５つの機能（「個別課題解決」「ネットワーク構築」「地域課題発見」「地域づくり・資源開発」「政策形成」）をもつ地域会議の開催は容易ではない状況である。

このため、地域ケア会議の先進事例を学んだり、市町村間の情報交換をすることにより、地域ケア会議の理解、効果的な開催方法のノウハウを学ぶための研修を開催する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　地域医療介護総合確保基金を活用する。
（４）類似事業の有無

　　　無

　　　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	576
	広域支援員、派遣する専門職、地域ケア会議推進研修会講師の報償費　　　　　　　

	旅費
	189
	広域支援員、専門職派遣、地域ケア会議推進研修会講師費用弁償等　　　　　　 

	その他
	62
	事務用消耗品、会議費、会場使用料等

	合計
	827
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　　岐阜県高齢者安心計画中、「第４章－５在宅サービスの推進に関する施策－（２）地域包括ケアの推進」に位置付け。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	平成27年度中に全ての市町村で「地域ケア会議」が開催されるよう支援を行う。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	市町村における、地域ケア会議開催状況

	（H  ）
	（H  ）
	３４

（H25）
	３７
（H26）
	４２
（H27）
	88.1％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・岐阜県地域ケア会議実践研修会(H27 .10 .15 )

市町村で展開する「地域ケア会議」の実践例を学び、地域特性に応じた
「地域ケア会議」の実施を促す。出席者125名。

・広域支援員派遣1 名（Ｈ27.10末現在）

・専門職派遣1 名（Ｈ27.10末現在）




（前年度の成果）

	Ｈ27.4～10末までに、３市町が新たに地域ケア会議を開催。
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　◯

	地域ケア会議の開催を推進し運営状況を充実させるために、県としても広域支援員や専門職派遣による支援が必要である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　◯

	88.1％の市町村が「地域ケア会議」を開催しており、開催していない5ヶ所の市町村は今年度中の開催を予定していることから、概ね期待通りの効果が得られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　◯

	　市町村の求めに応じた専門職員等の派遣事業であり、実態に即した効率・効果的な事業実施手法がとられている。


（今後の課題）

	個別課題解決機能の地域ケア会議の開催は定着し始めているが、地域ケア会議の目的や機能を関係者で共有することや、地域包括支援センター職員の資質についてなど、市町村間の差が見受けられる。

地域課題を、地域づくり・資源開発、政策形成に結び付ける機能が弱い。

医療関係者の参加が難しい。


（次年度の方向性）
	地域ケア会議は、地域包括ケアの構築や地域づくりに有効な方法の一つであることから、引き続き事業を継続する必要性がある。
地域ケア会議の目的や機能について、さらに関係者の共有を促進する。

圏域ごとに各市町村が実施している地域ケア会議の事例検討を行ない、方法のメリット、デメリットを明らかにし、圏域のレベルアップを図る。

地域ケア会議での医療関係者の参加を促す。


